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（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 256,619,320
未収収益 54,645
未収金 104,657
前払費用 1,225,106
賞与引当金見返（注） 27,118,329

　流動資産合計 285,122,057
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物附属設備 5,988,949
減価償却累計額 △ 1,291,326 4,697,623

機械装置 144,692,059
減価償却累計額 △ 41,373,405 103,318,654

工具器具備品 232,240,571
減価償却累計額 △ 55,493,761 176,746,810

　有形固定資産合計 284,763,087
　２　無形固定資産

商標権 661,292
ソフトウェア 16,018,879

　無形固定資産合計 16,680,171
　３　投資その他の資産

退職給付引当金見返（注） 65,687,214
前払年金費用 9,840,471

　投資その他の資産合計 75,527,685
　固定資産合計 376,970,943

　　　　　　資産合計 662,093,000
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務（注） 65,932,843
未払金 32,321,528
未払費用 4,929,169
リース債務 3,609,541
預り金 1,406,528
引当金

賞与引当金 27,118,329 27,118,329
　流動負債合計 135,317,938

Ⅱ　固定負債
      資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金（注） 285,736,492 285,736,492
     引当金

退職給付引当金 65,687,214 65,687,214
前払年金費用見返（注） 9,840,471
長期リース債務 13,798,605

　固定負債合計 375,062,782
　　　　　　負債合計 510,380,720
（純資産の部）
Ⅰ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 5,014,595
当期未処分利益 146,697,685
（うち当期総利益） (146,697,685)

　利益剰余金合計 151,712,280
　　　　　　純資産合計 151,712,280
　　　　　　負債純資産合計 662,093,000
（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

貸借対照表
（令和７年３月３１日）

科　目 金　額
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行政コスト計算書

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

環境保全研究・技術開発業務費 6,954,858,788

一般管理費 177,452,830

財務費用 152,669

臨時損失 11,546

　　業務費用合計損益計算書上の費用合計 7,132,475,833

Ⅱ　その他行政コスト

その他行政コスト合計 0

Ⅲ　行政コスト 7,132,475,833

科　目 金　額
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（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

経常費用
環境保全研究・技術開発業務費

環境保全研究・技術開発調査研究費 5,704,093,006
環境保全研究・技術開発助成金 57,869,472
役職員人件費 166,502,714
雑給 60,105,043
賞与引当金繰入 15,521,429
退職給付費用 13,747,530
業務委託費 104,924,312
賃借料 35,633,372
減価償却費 100,062,526
その他業務費 696,399,384 6,954,858,788

一般管理費
役職員人件費 84,539,964
雑給 6,844,020
賞与引当金繰入 11,596,900
退職給付費用 8,163,609
業務委託費 18,327,033
賃借料 10,338,678
減価償却費 10,816,469
その他一般管理費 26,826,157 177,452,830

財務費用
支払利息 152,669 152,669

　経常費用合計 7,132,464,287
経常収益

運営費交付金収益（注） 7,035,937,843
資産見返運営費交付金戻入（注） 102,071,263
賞与引当金見返に係る収益（注） 27,118,329
退職給付引当金見返に係る収益（注） 21,304,830 7,186,432,265
財務収益

その他の受取利息 1,247,739 1,247,739
雑益 6,496,563

　経常収益合計 7,194,176,567
　経常利益 61,712,280
臨時損失

固定資産除却損 11,546
　臨時損失合計 11,546
臨時利益

資産見返運営費交付金戻入（注） 11,546
　臨時利益合計 11,546
　当期純利益 61,712,280
　前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 84,985,405
　当期総利益 146,697,685
（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

　損益計算書

科　目 金　額
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(単位：円）

うち当期
総利益

37,236,782 453,237,514 315,438,610 ― 805,912,906 805,912,906

Ⅰ　利益剰余金の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

　　　前中期目標期間からの繰越し 90,000,000 △ 90,000,000 ― ―

　　　積立金への振替 △ 37,236,782 352,675,392 △ 315,438,610 ― ―

　　　国庫納付金の納付 △ 715,912,906 △ 715,912,906 △ 715,912,906

（２）その他

　　　当期純利益 61,712,280 61,712,280 61,712,280 61,712,280

　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 △ 84,985,405 84,985,405 84,985,405 ― ―

△ 32,222,187 △ 453,237,514 △ 168,740,925 146,697,685 △ 654,200,626 △ 654,200,626

5,014,595 ― 146,697,685 146,697,685 151,712,280 151,712,280

純資産変動計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

（環境保全研究・技術開発勘定）

区　　　分

Ⅰ　利益剰余金

純資産
合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

前中期目標期
間繰越積立金

積立金
当期未処分

利益
利益剰余金

合計
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キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

（環境保全研究・技術開発勘定） (単位：円)

金　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

環境保全研究・技術開発支出 △ 6,396,898,232

役職員人件費支出 △ 290,907,078

その他の業務支出 △ 433,112,720

運営費交付金収入（注） 7,238,347,000

その他の業務収入 60,779,681

小計 178,208,651

利息の受取額 1,193,541

利息の支払額 △ 152,669

国庫納付金の支払額 △ 715,912,906

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 536,663,383

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 1,000,000,000

定期預金の払戻による収入 1,000,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 103,071,260

無形固定資産の取得による支出 △ 2,404,376

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 105,475,636

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 9,842,779

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 9,842,779

Ⅳ　資金増加額（△資金減少額） △ 651,981,798

Ⅴ  資金期首残高 908,601,118

Ⅵ　資金期末残高 256,619,320

（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目であります。

科　目
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利益の処分に関する書類

（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 146,697,685

146,697,685

Ⅱ　利益処分額 146,697,685

146,697,685

科　目 金　額

（令和７年３月３１日）

　　　当期総利益

　　　積立金
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（環境保全研究・技術開発勘定） 

注記事項 

 

〔重要な会計方針〕 

  「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月 21 日改

訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関する Q＆

A」（令和４年３月最終改訂）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

   業務達成基準を採用しております。 

 なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の

活動については期間進行基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）  

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。 

建物附属設備         6～15 年 

機械装置             4 年 

工具器具備品         2～15 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能

期間（５年）に基づいております。  

(3) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．賞与引当金の計上基準 

役員及び職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担

すべき金額を計上しております。なお、運営費交付金により財源措置がなされることか

ら、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

 

４．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法 

(1) 退職一時金 

   役員及び職員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務とす   

る方法を用いた簡便法を適用しております。なお、運営費交付金により財源措置がな

されることから、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しておりま

す。 

(2) 企業年金基金から支給される年金給付 
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役員及び職員の退職給付に備えるため、経済産業関係法人企業年金基金への掛金及

び年金基金積立不足額について、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

過去勤務費用は、発生年度において一括処理しております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされることから、退職給付引当金（前払年

金費用）と同額を退職給付引当金見返（前払年金費用見返）として計上しております。 

 

５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

〔貸借対照表に関する事項〕 

１．金融商品関係 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

業務の支払いに要する資金として現金及び預金を保有しており、支払いまでの余裕

期間は預金運用をしております。 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

することから、注記を省略しております。 

 

２．退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当法人は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制

度及び確定拠出制度を採用しております。 

積立型の確定給付企業年金及び確定拠出企業年金は、経済産業関係法人企業年金基

金に加入しております。 

非積立型の退職一時金制度では、退職給付として、「独立行政法人環境再生保全機

構役員退職手当規程」（平成 16 年規程第９号）と「独立行政法人環境再生保全機構職

員退職手当規程」（平成 16 年規程第 10 号）に基づいた一時金を支給し、簡便法によ

り退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 
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(2) 確定給付制度 

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられたものを除く。） 

（単位：円） 

a.期首における退職給付債務 9,991,477 

b.勤務費用 1,153,310 

c.利息費用 115,901 

d.数理計算上の差異の当期発生額 415,745 

e.退職給付の支払額 △ 448,814 

f.過去勤務費用の当期発生額 ― 

g.制度加入者からの拠出額 779,145 

h.期末における退職給付債務（a～g） 12,006,764 

 

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円） 

a.期首における年金資産 11,404,356 

b.期待運用収益 193,874 

c.数理計算上の差異の当期発生額 △ 1,573,366 

d.事業主からの拠出額 5,302,598 

e.退職給付の支払額 △ 448,814 

f.制度加入者からの拠出額 779,145 

g.期末における年金資産額（a～f） 15,657,793 

 

③ 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円） 

a.期首における退職給付引当金 51,932,943 

b.退職給付費用 18,295,441 

c.退職給付の支払額 △ 4,541,170 

d.期末における退職給付引当金（a～c） 65,687,214 

 

④ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び 

前払年金費用の調整表 

（単位：円） 

a.積立型制度の退職給付債務 12,006,764 

b.年金資産  △ 15,657,793 

c.積立型制度の未積立退職給付債務（a+b） △ 3,651,029 

d.非積立型制度の未積立退職給付債務 65,687,214 

e.小計（c+d） 62,036,185 

f.未認識数理計算上の差異 △ 6,189,442 

g.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（e+f） 55,846,743 
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h.退職給付引当金 65,687,214 

i.前払年金費用 △ 9,840,471 

j.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（h+i） 55,846,743 

 

⑤ 退職給付に関する損益 

（単位：円） 

a.勤務費用 1,153,310 

b.利息費用 115,901 

c.期待運用収益 △ 193,874 

d.数理計算上の差異の当期費用処理額 1,934,052 

e.過去勤務費用の当期費用処理額 ― 

f.簡便法で計算した退職給付費用 18,295,441 

g.合計（a～f） 21,304,830 

 

⑥ 年金資産の主な内訳 

年金資産に対する主な分類ごとの比率は次のとおりです。 

a.債券 48％ 

b.株式 41％ 

c.保険資産（一般勘定） 4％ 

d.その他 7％ 

e.合計（a～d） 100％ 

 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在の年金資産の配分、過去の

運用実績、運用方針及び市場の動向を考慮しております。 

 

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しています。） 

a.割引率 1.16％ 

b.長期期待運用収益率 1.7％ 

 

(3) 確定拠出制度 

確定拠出制度への拠出額は、606,309 円です。 
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〔行政コスト計算書に関する事項〕 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

  行政コスト               7,132,475,833 円  

  自己収入等              △  7,744,302 円 

  機会費用                  3,394,654 円 

  独立行政法人の業務運営に関して 

  国民の負担に帰せられるコスト     7,128,126,185 円 

 

２．機会費用の計上方法 

(1) 国からの出向者から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤    

務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算

しております。 

 

〔損益計算書に関する事項〕 

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額 

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△ 733,439 円であり、当該影響額

を除いた当期総利益は、147,431,124 円であります。 

 

〔キャッシュ・フロー計算書に関する事項〕 

１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金   256,619,320 円 

   資金期末残高   256,619,320 円 

 

２．重要な非資金取引 

ファイナンス・リースによる資産の取得        16,828,674 円 

 

〔重要な債務負担行為〕 

 重要な工事請負契約、物品購入契約等 

１．情報システム基盤等の更改及び運用保守業務 

２．事務所借上料及び共益費 

１．及び２．に係る契約については、独立行政法人環境再生保全機構に関する省令

（平成 16 年環境省令第 11 号）第 11 条の規定に基づく他の勘定と共通的な経費におけ

る契約であり、現時点において、環境保全研究・技術開発勘定に係る債務負担行為額が

確定できないため、法人単位の重要な債務負担行為に総額を記載しております。 

 

〔重要な後発事象〕 

該当事項はありません。 
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（環境保全研究・技術開発勘定）

附　属　明　細　書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

２．引当金の明細 （単位：円）

３．退職給付引当金の明細 （単位：円）

（注）　退職給付引当金の期首残高及び期末残高には、前払年金費用が含まれております。

４．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

― 

（注１）　同一の種類のものについて貸借対照表の総資産の１％を超える額の増加があったものは以下の通りです。
　機械装置：TEX65Ⅱ二軸混錬押出機（研究委託先取得資産）66,000,000円の取得
　工具器具備品：高分解能透過型電子顕微鏡（研究委託先取得資産）29,000,000円の取得
（注２）　同一の種類のものについて貸借対照表の総資産の１％を超える額の減少があったものは以下の通りです。
　機械装置：スライバー製造装置一式及びスライバー振込装置搬入据付（研究委託先取得資産）20,103,601円の除却
　工具器具備品：PCインフラ基盤39,071,165円の除却

232,240,571

661,292

89,097,861

2,804,376

9,840,471

― ― 

計 65,367,111 ― 65,367,111 ― ― ― ― 

工業所有権仮勘定 400,000 ― 400,000 ―

― ― ― ― 

―

9,840,471 ―

65,687,214

20,808,930

65,687,214

―

284,763,087

661,292

16,680,171

189,178,229

― ― 

― 

98,158,492 90,070,065

172,498,058

―

35,708

―

35,708

52,062,975

69,458,759

69,212

49,285,946

697,000

382,921,579

5,988,949

16,680,171

差引当期末
残高

176,746,810

35,708

405,475

52,062,975

90,070,065

405,475

1,291,326

当期減損額

（注１）（注２）

摘 要

382,921,579

―

― 

189,178,229

17,391,030 ―

697,000

― 

400,000 ―

186,773,853

186,373,853 2,107,376 ― 188,481,229 172,462,350 20,773,222

20,808,930

―

無形固定資産
合計

59,480,205

前払年金費用 7,547,262 2,293,209 ―

697,000

―

75,527,68533,438,510

31,145,301 ―

75,527,685

賞与引当金

区　　　分

77,693,978

6,189,442

退職給付債務合計額

12,006,764

22,519,943 27,118,329 22,519,943 ―

計

779,145 779,145 ―

区　　分
目的使用

104,112,603

27,118,329

22,519,943

その他

27,118,329 22,519,943 ― 27,118,329

61,924,420

期首残高

9,991,477 2,464,101企業年金基金に係る債務

当　　期　　振　　替　　額

運営費交付金
収益

資産見返
運営費交付金

摘　　要

退職給付引当金（注）

期首残高 当期交付額

55,846,743

当期増加額 当期減少額 期末残高

51,932,943 18,295,441 4,541,170

44,385,681 13,289,035 1,827,973

32,363,7117,035,937,843 65,932,843

資本剰余金 小計

引当金見返
との相殺

7,140,050,446

35,708

退職給付引当金見返

無形固定資産
（減価償却費）

有形固定資産
合計

工具器具備品

計

計

投資その他の
資産

計

制度加入者からの拠出額

183,904,012

―

400,000

268,476,326

192,428,656

333,843,437

―

5,104,160

非償却資産

954,001

―

商標権

工業所有権仮勘定

計

― 

400,000

2,804,376

―

―

172,498,058

―

697,000

55,493,761

計

商標権

計

建物附属設備

― 

186,373,853

192,428,656

400,000

134,825,870

非償却資産

建設仮勘定 65,367,111 ― 65,367,111

建設仮勘定 65,367,111 ― 65,367,111

―

年金資産

16,018,879

ソフトウェア

ソフトウェア 186,373,853 2,107,376 ― 188,481,229 172,462,350 20,773,222

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上
の差異

6,134,383 1,989,111

― 7,238,347,000

期末残高

17,391,030

4,697,623

当期減少額

5,988,949

232,240,571

期末残高

11,404,356 4,702,251 448,814 15,657,793

20,759,542 4,989,984

退職一時金に係る債務

1,934,052

65,687,214

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘　　要

448,814

当期増加額

89,097,861

69,212

当期償却額

1,291,326

284,763,087

減価償却累計額

4,697,623

資産の種類

有形固定資産
（減価償却費）

建物附属設備

期首残高

― ―

55,493,761

98,158,492

176,746,81049,285,946工具器具備品

5,104,160

減損損失累計額

16,018,879

400,000

51,932,943

機械装置 93,852,150 20,103,601 144,692,059 41,373,405 37,601,615 103,318,654 （注１）（注２）

機械装置 70,943,510 93,852,150 20,103,601 144,692,059 41,373,405 37,601,615 103,318,654

183,904,012

954,001

70,943,510
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（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 （単位：円）

（３）引当金見返との相殺額の明細 （単位：円）

（注）退職給付引当金見返には、前払年金費用見返への振替額が含まれております。

（４）運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

主な相殺額の内訳

○翌事業年度への繰越額はありません。

振替額

運営費交付金債務残高

合計

相殺額

○翌事業年度への繰越額はありません。

主な使途

―

業務用建物附属設備：954,001
業務用工具器具備品：154,787
業務用ソフトウェア：137,376

―

主な使途

業務達成基準による振替額

共通

環境保全研究・技術開発業務

資本剰余金への振替

102,866,439

人件費：84,856,709、管理諸費：149,818,718

環境保全研究・技術開発業務

14,746,050

主な使途

環境保全研究・技術開発業務

234,675,427

6,890,487,897

―

区分

65,932,843

その他

　計

期間進行基準を採用した業務
にかかる分

費用進行基準を採用した業務
にかかる分

―

―

業務用工具器具備品：72,114,400
業務用機械装置：28,485,039
業務用ソフトウェア：1,970,000
工業所有権：297,000

7,035,937,843

共通

合計

6,777,417,057

運営費交付金収益

6,655,812,470

引当金見返との相殺

○翌事業年度への繰越額はありません。

―

65,932,843

17,617,661
賞与引当金見返：11,676,961
退職給付引当金見返：5,940,700

32,363,711

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下のとおりです。
　環境保全研究・技術開発業務は、研究費等の繰越に伴い、翌期65,932,843収益化予定。

業務達成基準を採用した業務
にかかる分

使用見込み

人件費：160,794,682、環境保全研究・技術開発業務費：
6,464,228,524、管理諸費：30,789,264

運営費交付金の主な使途

セグメント

賞与引当金見返：10,842,982
退職給付引当金見返：3,903,068

104,112,603

258,520,786

セグメント
資産見返運営費交付金への振替

期間進行基準による振替額

　　合計

費用

1,246,164

振替額
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５．役員及び職員の給与の明細 （単位：千円、人）

（注） １．役員に対する報酬及び退職手当は、役員報酬規程及び役員退職手当規程に基づいて支給しております。

　　職員に対する給与及び退職手当は、職員給与規程及び職員退職手当規程に基づいて支給しております。

２．支給人員数は、年間平均支給人員数によっております。

３．非常勤の役員及び職員については、外数で（　）で記載しております。

４．支給額及び支給人員数には各勘定で按分して負担している全ての役員及び共通部門の人員（46人）が含まれております。

５．中期計画における人件費は、役員報酬、職員基本給及び職員諸手当（賞与支給額を含む）並びに超過勤務手当であり、附属明細書における

    報酬又は給与は、中期計画と同様であります。なお、法定福利費（共済掛金を含む）については、中期計画、附属明細書共に含まれておりません。

６．退職手当は、中期計画では含まれておりませんが、附属明細書では退職一時金に係る支給額であります。

７．金額は千円未満切捨てにて記載しております。

６．上記以外の主な資産及び負債の明細

     現金及び預金 （単位：円）

職　　員

(―) 

60

( 1 )

支給人員

( 1 )

5

(―) 

6

( 450 )

217,544

(―) 

7,944 3

(―) 

205,022

10,932

退職手当
区　　分

計 256,619,320

普通預金 256,619,320

区　　分 金　　額 摘　　要

65

(―) 

2,988 3

支　給　額

合　　計

(―) 
役　　員

支給人員

(―) 

支　給　額

12,522

報酬又は給与

( 450 )

(―) 
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